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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　水溶液重合で得られ、４．８３ｋＰａの加圧下吸収倍率が２０ｇ／ｇ以上の表面架橋処
理された吸水性樹脂（Ｒ１）と逆相懸濁または逆相乳化重合で得られ、表面架橋処理され
た吸水性樹脂（Ｒ２）とを質量比（Ｒ１／Ｒ２）１／９～９／１で含み、アクリル酸およ
び／またはその塩が、前記水溶液重合に使用される重合性単量体１００モル％に対して、
７０～１００モル％で前記水溶液重合に使用され、前記逆相懸濁または逆相乳化重合に使
用される重合性単量体１００モル％に対して、７０～１００モル％で前記逆相懸濁または
逆相乳化重合に使用される、下記（ａ）、（ｂ）および（ｃ）の全ての要件を満たす吸水
性樹脂組成物。
　（ａ）０．９質量％生理食塩水の２０ｃｍ負の圧力勾配下での毛管吸収倍率が２０ｇ/
ｇ以上、
　（ｂ）４．８３ｋＰａ下での０．９質量％生理食塩水の加圧下吸収倍率（６０分値）が
２０ｇ／ｇ以上、
　（ｃ）０．６９質量％生理食塩水流れ誘導性が１０（単位１０－７×ｃｍ３×ｓ×ｇ－

１）以上。
【請求項２】
　前記Ｒ１とＲ２とを質量比（Ｒ１／Ｒ２）７／３～９／１で含む、請求項１に記載の吸
水性樹脂組成物。
【請求項３】
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　前記吸水性樹脂（Ｒ１）、（Ｒ２）に使用する重合性単量体がアクリル酸および／又は
その塩であり、構成単位として前記アクリル酸が０～５０モル％および前記アクリル酸塩
が１００～５０モル％である、請求項１または２に記載の樹脂組成物。
【請求項４】
　前記吸水性樹脂組成物の重量平均粒度が１００～６００μｍである請求項１～３のいず
れかに記載の吸水性樹脂組成物。
【請求項５】
　粒子径が８５０μｍ～７５μｍの粒子が８５質量％以上であり、かつ４５μｍ未満の粒
子が５質量％以下である請求項１～４のいずれかに記載の吸水性樹脂組成物。
【請求項６】
　可溶分量が吸水性樹脂組成物中に２０質量％以下である、請求項１～５のいずれかに記
載の吸水性樹脂組成物。
【請求項７】
　前記表面架橋処理で使用される表面架橋剤が、多価アルコール化合物、エポキシ化合物
、多価アミン化合物、多価アミン化合物とハロエポキシ化合物との縮合物、オキセタン化
合物、およびアルキレンカーボネート化合物からなる群から選ばれる１種以上である、請
求項１～６のいずれかに記載の吸水性樹脂組成物。
【請求項８】
　嵩比重が０．８１～０．９２ｇ／ｍｌである、請求項１～７のいずれかに記載の吸水性
樹脂組成物。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれかに記載の吸水性樹脂組成物を含む吸水性物品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、異なる重合方法で得られる形状の違う複数の吸水性樹脂の混合物であって、
かつ加圧下吸収倍率、通液性（生理食塩水流れ誘導性）、毛管吸収倍率、初期の吸収立ち
上がり、戻り量の減少など吸収特性に優れる吸水性樹脂組成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　自重の数十倍から数百倍の水を吸収する吸水性樹脂が開発され、生理用品や紙おむつ等
の衛生材料分野をはじめとして、農園芸用分野、鮮度保持等の食品分野、結露防止や保冷
材等の産業分野等、吸水や保水を必要とする用途に種々に使用されている。このような吸
水性樹脂として、例えば、デンプン－アクリロニトリルグラフト重合体の加水分解物、デ
ンプン－アクリル酸グラフト重合体の中和物、酢酸ビニル－アクリル酸エステル共重合体
の鹸化物、アクリロニトリル共重合体の加水分解物またはその架橋体、ポリエチレンイミ
ン架橋体やポリアリルアミン架橋体などの架橋重合体、部分中和型ポリアクリル酸塩架橋
体等が知られている。
【０００３】
　吸水性樹脂は、その用途に応じて要求される性能が異なり、例えば、紙おむつなどの衛
生材料向けの吸水性樹脂に望まれる特性としては、水性液体に対する加圧下での高い吸水
倍率に優れる必要がある。このため、吸水性樹脂の表面近傍の分子鎖を架橋させて表面層
の架橋密度を上げ、重合体が吸水して膨潤したときに液体が移動できる空隙を粒子間に確
保し、それにより吸水性樹脂を加圧したときにも吸水倍率を低下させない技術がある。と
ころが、一般に表面積の大きさと加圧下吸収倍率とは相反し、粒子の表面積を大きくする
と架橋剤の均一な混合が困難になるため均一な表面架橋が困難になる。特定の界面活性剤
存在下の逆相懸濁重合で得られる表面多孔性アクリル酸ナトリウム重合体表面近傍を架橋
処理する方法（特許文献１、特許文献２、特許文献３）などがあるが、これらの方法にお
いても、多孔性重合体の表面近傍を架橋処理する場合、加圧下での吸水倍率を高めるため
表面架橋密度を高くすると、多孔性重合体ではその構造上架橋密度の制御が困難なため、



(3) JP 4615853 B2 2011.1.19

10

20

30

40

50

表面の親水度が低下する。その結果、たとえ多孔性重合体を用いても、結局は吸水速度が
低下するなどの問題があった。
【０００４】
　一方、特性の異なる複数の吸水性樹脂を混合して吸水性樹脂の特性を向上させる技術が
ある。例えば、１０００～５００μｍと７５０～２５０μｍにそれぞれ粒度分布のピーク
を有する吸水剤が開示されている（特許文献４）。分布をもたせた粗粒子と微粒子とを混
在させると粒子間に適度な空隙の確保された適度な不連続配列が実現されるため、横方向
への速やかな拡散と垂直方向への素早い吸収の両方を満足する吸収性物品が得られるとし
ている。また、粉末状の吸水性樹脂であって、粒度分布の正規標準偏差が１３０以上であ
り、好ましくは前記粒度分布がピークを２つ以上有するものである吸水性樹脂が開示され
ている（特許文献５）。互いに平均粒径の異なる二種以上の粉末状の吸水性樹脂を得るた
めに、吸水性樹脂を分級した後、分級によって得られた互いに重複しない粒度範囲の二種
以上の吸水性樹脂を混合している。また、吸水性樹脂粒子の表面に、前記吸水性樹脂粒子
の吸収倍率よりも低い吸収倍率を有する吸水性微粒子が固着してなる吸水剤が開示されて
いる（特許文献６）。更に、生理食塩水に対する無荷重下での吸収量が５５ｇ／ｇ以上か
つ吸収速度が４０秒以下の吸水性樹脂(Ａ１)と、生理食塩水に対する４０g／ｃｍ２荷重
下での吸収量が２０ｇ／ｇ以上かつゲル弾性率が７５０Ｎ／ｍ２以上の吸水性樹脂(Ａ２)
からなり、(Ａ１)：(Ａ２)が質量基準で（３：７）～（７：３）の比率で混合されてなる
吸収性物品に好適な吸水剤が開示されている（特許文献７）。なお、上記、特許文献４、
特許文献５、特許文献６、特許文献７では、実施例において水溶液重合して得られる吸水
性樹脂を混合して使用している。
【０００５】
　一方、二つ以上の頻度分布を有し、且つその最大メジアン粒子径に対するそれより小さ
なメジアン粒子径の比が１／３０００～１／１．５の範囲にあるビーズ状吸水性樹脂単粒
子を結着してなり、平均粒子径が２００～１００００μｍであることを特徴とする顆粒状
吸水性樹脂が開示されている（特許文献８）。該顆粒状吸水性樹脂は、逆相懸濁重合にお
いて途中で撹拌速度を変えることで該粒子を得ている。
【０００６】
　更に、吸収速度の速い吸水性樹脂と吸収速度の遅い吸水性樹脂を９０／１０～１０／９
０の比で使用し、吸収性樹脂濃度が７０質量％以上の吸収体が開示されている（特許文献
９）。また、２つの超吸収体粉末の組み合わせにより毛管吸収能を高めることも開示され
ている（特許文献１０）。
【特許文献１】国際公開９４／２０５３号公報
【特許文献２】特表平６－５１９８０１号公報
【特許文献３】欧州特許第０６９５７６２号明細書
【特許文献４】特開平１１－２８３５５号公報
【特許文献５】特開平１１－２４６６２５号公報
【特許文献６】特開平１１－３３３２９２号公報
【特許文献７】特開２０００－１５０９３号公報
【特許文献８】特開平１１－１３０９６８号公報
【特許文献９】特開２０００－３５４７６０号公報
【特許文献１０】特表２０００－５１３３９２
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、特開平１１－２８３５５号公報、特開平１１－２４６６２５号公報、特
開平１１－３３３２９２号公報、特開２０００－１５０９３号公報で使用される吸水性樹
脂は、いずれも水溶液重合で得られた重合体を粉砕して得られる不定形状の吸水性樹脂で
あり、そのため嵩比重が比較的低く、吸収体の薄型化や吸水性樹脂をコンパクトに輸送す
る際に不利である。一方、特開平１１－１３０９６８号公報や特表２０００－５１３３９
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２号公報で使用される吸水性樹脂は、逆相懸濁重合で得られるものであり、球状ないし、
その凝集物であるがゆえに、嵩比重は０．９ｇ／ｍｌ前後と比較的高いが、吸収体作成時
に吸収体から吸水性樹脂が脱落しやすいという問題がある。さらに、逆相懸濁または逆相
乳化重合により得られた吸水性樹脂では、メカニズムの詳細は不明であるが、その製造時
に界面活性剤や乳化剤等を使用するため、尿等の吸収液の表面張力を低下させ、その結果
、吸収体として使用した際に戻り量が増加するという問題がある。
【０００８】
　特表２０００－５１３３９２号公報で記載される毛管吸収能は加圧下吸収倍率のことで
あり、本発明における毛管吸収倍率とは全く異なり、後段に詳しく説明するが図１に略図
を示した装置を用いて測定するものであり、測定試料(吸水性樹脂)を液溜容器の生理食塩
水の水面より数十ｃｍ高い位置に置いて、その高さでの水柱による負の圧力に抗して液を
吸い上げる毛管吸収能力を測定するものである。従来、負の圧力の無い状態つまり液溜容
器の液面と試料位置が同じ高さでの吸収能力を測定された例は見られるが（ＷＯ８８／０
１２８２）、吸水性樹脂単体について、このような負の圧力下における毛管吸収能力が測
定された例は無く、本発明の方法で用いた吸水性樹脂の毛管吸収能力と吸水樹脂の混合物
との相関関係も知られていなかった。
【０００９】
　また、吸水性樹脂の用途として紙おむつがある。赤ちゃんが絶えず動き回るため吸水性
樹脂に係る荷重が一定せず、高い加圧下吸収倍率を示す吸水性樹脂であっても、圧力に対
する吸水能が一定しない場合がある。このため、赤ちゃんの一般体重（１０ｋｇ前後）か
ら予想される荷重、せいぜい１０～数１０ｇ／ｃｍ２に対して高い加圧下吸水倍率を示す
だけでは、吸水性樹脂を実際のおむつに組み込んでも必ずしも満足のいく働きをせず、無
加圧下での吸水性や負の圧力下における毛管吸収能力が高く、戻り量が少ないことも極め
て重要な要素である。しかしながら、加圧下吸収倍率を高めると表面架橋密度が高くなる
ために無加圧下吸収倍率が低下し、バランスの良い吸収物性を得ることが困難となり、吸
収体の物性改良も不十分である。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者は、吸水性樹脂の重合方法の相違および平均粒度等について詳細に検討した結
果、不定形状を有する吸水性樹脂と球状ないしその造粒物である吸水性樹脂とを組み合わ
せることにより、異なる形状の吸水性樹脂を混合することで、具体的には、水溶液重合に
より得られた吸水性樹脂および逆相懸濁あるいは乳化重合により得られた吸水性樹脂とを
混合し、該混合物の負の圧力勾配下での毛管吸収倍率が２０ｇ／ｇ以上、または加圧下吸
収倍率が２０ｇ／ｇ以上、または生理食塩水流れ誘導性が１０以上のいずれかを満たすよ
うに調合することで、吸水性樹脂組成物の毛管吸収力や加圧下吸収倍率、尿等を吸収する
際における液の拡散性に対してバランス良く、しかも、きわめて吸水性能の高い吸水性樹
脂組成物が得られることを見出し、本発明を完成させた。しかも、該吸水性樹脂組成物を
紙オムツ等の吸収体として使用した場合は、逆相懸濁あるいは乳化重合により得られた吸
水性樹脂を使用するにも関わらず、該吸水性樹脂のみを用いた吸水性樹脂組成物使用の場
合に生じる界面活性剤や乳化剤による戻り量増大効果を抑制し、毛管吸収力を高めること
が実現できるものである。同時に、嵩比重が高まるために吸収体に使用するとコンパクト
な薄型化が容易となり、輸送や貯蔵もコンパクト化が可能である。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、異なる重合方法で得られる複数の吸水性樹脂の混合物を使用すること
で加圧下吸収倍率や負の圧力下での毛管吸収倍率、生理食塩水流れ誘導性、初期の吸収立
ち上がりに優れ、かつバランスの良い吸収物性を示し、戻り量の少ない吸水性樹脂組成物
が得られる。特に、従来の逆相懸濁または乳化重合により得られた吸水性樹脂のみを用い
た吸水性樹脂組成物ではなしえなかった戻り量の低減に顕著な効果を示す。
【発明を実施するための最良の形態】
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【００１２】
　本発明の第一は、水溶液重合で得られる吸水性樹脂（Ｒ１）と逆相懸濁または逆相乳化
重合で得られる吸水性樹脂（Ｒ２）とを含み、
　（ａ）０．９質量％生理食塩水（０．９質量％塩化ナトリウム水溶液）の２０ｃｍ負の
圧力勾配下での毛管吸収倍率が２０ｇ/ｇ以上、
　（ｂ）４．８３ｋＰａ下での０．９質量％生理食塩水（０．９質量％塩化ナトリウム水
溶液）の加圧下吸収倍率（６０分値）が２０ｇ／ｇ以上、
　（ｃ）０．６９質量％生理食塩水（０．６９質量％塩化ナトリウム水溶液）流れ誘導性
が１０（単位１０－７×ｃｍ３×ｓ×ｇ－1）以上
の上記（ａ）～（ｃ）のいずれかを満たす吸水性樹脂組成物である。
【００１３】
　一般に、逆相懸濁および逆相乳化重合で得られた重合物はその重合機構に依存して球形
状ないしその凝集物を呈し、水溶液重合で得られる重合体はいわゆる不定形状（粉砕形状
もしくは破砕形状）となる。本来、逆相懸濁および逆相乳化重合は乳化剤や界面活性剤の
存在下に行われるため、得られる吸水性樹脂は表面に乳化剤や界面活性剤をそのまま保持
した状態となる。そのため、吸収体として使用した場合、吸水性樹脂表面に存在する乳化
剤や界面活性剤が吸収しきれない尿等に対して影響を及ぼし表面張力の低下を引き起こす
。そのため、吸収物品として使用する場合に吸収しきれない尿等が吸収体から逆流し、戻
り量が増大する弊害が生じる。しかし、重合方法の異なる吸水性樹脂を混合することで結
果として、異なる形状の吸水性樹脂を混合することになり、吸水性樹脂相互の間隙の負の
圧力下におけるにおける毛管吸収能力が至適なものとなり、その結果、毛管吸収倍率、加
圧下吸収倍率（６０分値）、生理食塩水流れ誘導性で評価した場合の吸収特性に優れるた
め、吸水性樹脂組成物濃度が高濃度の吸収体において吸収液拡散性と吸収量が高く、戻り
量が少ないバランスの良い吸収物性を示すものと推測される。以下、本発明を詳細に説明
する。
【００１４】
　（１）吸水性樹脂
　本発明で使用する水溶液重合で得られる吸水性樹脂（Ｒ１）は、重合方法として、疎水
性分散溶媒等モノマーの分散溶媒を用いずに重合性単量体の水溶液を直接重合する方法で
あり、連続ベルト重合、連続またはバッチニーダー重合等で製造できる。また、本発明で
使用する逆相懸濁または逆相乳化重合で得られる吸水性樹脂（Ｒ２）としては、重合方法
として重合性単量体の水溶液を疎水性有機溶媒に懸濁あるいは乳化させる、モノマーを分
散させる重合方法で製造できる。以下、本発明の吸水性樹脂組成物に使用する原料や反応
条件等について、以下に説明する。
【００１５】
　（ｉ）重合性単量体
　本発明の吸水性樹脂（Ｒ１）、（Ｒ２）に使用する重合性単量体としては、例えば、ア
クリル酸、（メタ）アクリル酸、エタアクリル酸、クロトン酸、ソルビン酸、マレイン酸
、イタコン酸、けい皮酸、ビニルスルホン酸、スチレンスルホン酸、ビニルリン酸などの
アニオン性不飽和単量体およびその塩；２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２
－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、メトキシポリエチレングリコール（メタ）
アクリレート、ポリエチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、Ｎ－ビニルピロリド
ン、Ｎ－アクリロイルピペリジン、Ｎ－アクリロイルピロリジンなどのノニオン性の親水
基含有不飽和単量体；Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジ
メチルアミノプロピル（メタ）アクリレート、アルキレンアミン、ビニルアミン、アリル
アミン、Ｎ－ビニルイミダゾール、ビニルピリジン、ビニルピリジンアミンオキシド、エ
チレンイミンおよびそれらの四級塩などのカチオン性不飽和単量体などを挙げることがで
きる。なお、重合性単量体にアニオン性不飽和単量体を用いる場合、その塩としては、ア
ルカリ金属塩、アルカリ土類金属塩、アンモニウム塩が挙げられる。アルカリ金属塩とし
てはナトリウム塩、カリウム塩、リチウム塩、ルビジウム塩等が挙げられるが、得られる
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重合体の性能、工業的入手の容易さ、安全性等の面から、ナトリウム塩、又はカリウム塩
が好ましい。上記重合性単量体のうちでアクリル酸およびその塩が最も好ましい。
【００１６】
　使用する重合性単量体がアクリル酸および又はその塩である場合、その構成単位として
はアクリル酸０～５０モル％およびアクリル酸塩１００～５０モル％（但し、両者の合計
量は７０～１００モル％とする）の範囲にあるものが好ましく、アクリル酸１０～４０モ
ル％およびアクリル酸塩９０～６０モル％の範囲内にあるものがより好ましい。なお、こ
の酸および塩との比（塩／（酸＋塩））を中和率と呼ぶ。上記塩を形成するためには単量
体の状態でアクリル酸を中和しても良く、アクリル酸およびアクリル酸塩を混合しても良
く、また、重合性単量体の重合途中または重合後に重合体として中和しても良く、それら
を併用しても良い。
【００１７】
　（ｉｉ）架橋性単量体
　本発明に用いられる吸水性樹脂は、吸水性樹脂の特性を発揮するために架橋構造を有す
るが、架橋剤を使用しない自己架橋型のものであってもよく、２個以上の重合性不飽和基
または２個以上の反応性基を有する架橋性重合体を共重合または反応させた型のものであ
ってもよい。好ましくは架橋性単量体を共重合または反応させた架橋構造を有する吸水性
樹脂粒子である。このような架橋性単量体としては、例えば、Ｎ，Ｎ’－メチレンビス（
メタ）アクリルアミド、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、（ポリ）エチレ
ングリコールジ（メタ）アクリレート、トリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート
、プロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパンジ（メタ）ア
クリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトール
ジ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリ
スリトールテトラ（メタ）アクリレート、（ポリ）プロピレングリコールジ（メタ）アク
リレート、グリセリントリ（メタ）アクリレート、グリセリンアクリレートメタクリレー
ト、エチレンオキサイド変性トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ペンタ
エリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）ア
クリレート、トリアリルシアヌレート、トリアリルイソシアヌレート、トリアリルホスフ
ェート、トリアリルアミン、ポリ（メタ）アリロキシアルカン、（ポリ）エチレングリコ
ールジグリシジルエ－テル、グリセロールジグリシジルエーテル、エチレングリコール、
ポリエチレングリコール、プロピレングリコール、グリセリン、ペンタエリスリトール、
エチレンジアミン、ポリエチレンイミン、グリシジル（メタ）アクリレート、イソシアヌ
ル酸トリアリル、トリメチロールプロパンジ（メタ）アリルエーテル、テトラアリロキシ
エタン、グリセロールプロポキシトリアクリレートなどを挙げることが出来る。またこれ
らの架橋性重合体は２種以上使用してもよい。中でも得られる吸水性樹脂粒子の吸水特性
などから、２個以上の重合性不飽和基を有する化合物を架橋性単量体として用いることが
好ましく、その使用量としては前記単量体成分に対して０．００５～２モル％が好ましく
、０．０１～２モル％がより好ましく、０．０３～１モル％が最も好ましい。一方、架橋
性単量体が０．００５モル％未満では、得られる吸水性樹脂の水可溶性成分量の割合が多
くなり、また吸水してゲル化した際の強度が低下するため、充分な加圧下における吸収量
を確保できないことがある。一方、架橋性単量体の量が２モル％を超えると架橋密度が高
くなり過ぎて、得られる吸水性樹脂の吸収倍率が低下し、その使用において不十分な物性
となる。
【００１８】
　（ｉｉｉ）重合開始剤
　本願発明で使用する吸水性樹脂を合成するに際し好ましく使用できる重合開始剤として
は、乳化重合に使用される水溶性重合開始剤として、２，２’－アゾビス（２－アミジノ
プロパン）二塩酸塩等のアゾ化合物；過硫酸アンモニウム、過硫酸カリウム、過硫酸ナト
リウム等の過硫酸塩；過酢酸カリウム、過酢酸ナトリウム、過炭酸カリウム、過炭酸ナト
リウム等の過酸化物；ｔ－ブチルハイドロパーオキサイド、過酸化水素等がある。また、
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乳化重合に使用される油溶性重合開始剤としては、例えば、クメンヒドロパーオキサイド
、ｔ－ブチルヒドロペルオキシド、ｔ－ブチルペルオキシ－２－エチルヘキサノエート、
ジ－ｔ－ブチルパーオキサイド、ジイソプロピルベンゼンヒドロペルオキシド、ｐ－メン
タンヒドロペルオキシド、１，１，３，３－テトラメチルブチルヒドロペルオキシド、２
，５－ジメチルヘキサン－２，５－ジヒドロペルオキシド、ベンゾイルペルオキシド、メ
チルエチルケトンペルオキシドなどの過酸化物などが挙げられる。
【００１９】
　また、上記ラジカル重合開始剤のほかにも、紫外線および電子線などの活性エネルギー
線等を用いたり、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニル－プロパン－１－オン等の
光重合開始剤を使用して単独あるいは活性エネルギー線と併用しても良い。
【００２０】
　また、上記過硫酸ナトリウム等の過硫酸塩および他の過酸化物などの酸化性ラジカル重
合開始剤を用いる場合は亜硫酸ナトリウム、亜硫酸水素ナトリウム等の（重）亜硫酸（塩
）、硫酸鉄（ＩＩ）、塩化鉄（ＩＩ）、塩化銅（Ｉ）などの還元性金属塩、アミン類、Ｌ
－アスコルビン酸（塩）、エリソルビン酸（塩）等、酸化性ラジカル重合開始剤の分解を
促進する還元剤を重合性単量体と架橋性単量体の合計に対して０～２モル％程度併用し、
両者を組み合わせることによりレドックス系重合開始剤を使用することもできる。本発明
では、水溶液重合、逆相懸濁重合、逆相乳化重合などの重合方法に応じて、至適な重合開
始剤を選択すればよい。なお、重合開始剤の使用量は単量体中に通常、重合性単量体と架
橋性単量体の合計に対して０．００１～２モル％、好ましくは０．０１～０．１モル％で
ある。これらの重合開始剤の使用量が０．００１モル％未満の場合には、未反応の単量体
が多くなり、従って、得られる吸水性樹脂中の残存単量体量が増加するので好ましくない
。一方、重合開始剤の使用量が２モル％を超える場合には、重合の制御が困難となり、得
られる吸水性樹脂の水可溶性成分量が増加することがあるので好ましくない。
【００２１】
　重合開始時の温度は、使用する重合開始剤の種類にもよるが、１５～１３０℃の範囲が
好ましく、２０～１２０℃の範囲がより好ましい。重合開始時の温度あるいは反応中の重
合温度が上記の範囲から外れると、得られる吸水性樹脂の残存単量体量が増加したり、過
度の自己架橋反応が進行して吸水性樹脂の吸水倍率が低下する等の不都合を招来する場合
がある。また、反応時間および重合圧力は特に限定されるものではなく、単量体や重合開
始剤の種類、反応温度等に応じて適宜設定すれば良い。
【００２２】
　（ｉｖ）界面活性剤ないし分散剤
　逆相懸濁法および逆相乳化法の際に使用された界面活性剤ないし分散剤としては、例え
ば、ア二オン性界面活性剤、ノニオン性界面活性剤、カチオン性界面活性剤、両性界面活
性剤等を例示できる。
【００２３】
　具体的に、用いられるアニオン性界面活性剤としては、混合脂肪酸ナトリウム石鹸、ス
テアリン酸ナトリウム等の脂肪酸ナトリウム、高級アルコール硫酸ナトリウム、アルキル
硫酸ナトリウム、アルキルベンゼンスルホン酸塩等がある。
【００２４】
　ノニオン性界面活性剤としては、ポリオキシエチレン高級アルコールエーテル等のポリ
オキシエチレンアルキルエーテル、ソルビタン脂肪酸エステル、グリセリン脂肪酸エステ
ル等がある。
【００２５】
　カチオン性界面活性剤および両性界面活性剤としてはアルキルアミン類やアルキルベタ
イン等がある。
【００２６】
　また、その他分散剤としてエチルセルロースやエチルヒドロキシエチルセルロース等が
ある。
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【００２７】
　その他、特開昭５６－９３７１６号公報、特開昭５６－１３１６０８号公報、特開昭５
７－１５８２０９号公報、特開昭６１－１１５９０４号公報、特開昭６１－１５７５１３
号公報、特開昭６１－２３１００３号公報、特開昭６１－２３１００４号公報、特開昭６
２－９５３０７号公報、特許第２５７４０３２号公報記載の界面活性剤や分散剤を例示す
ることができる。
【００２８】
　これら界面活性剤や分散剤使用量は重合の種類によって適宜選択することができる。一
般には、重合性単量体と架橋性単量体からなる単量体成分全体の質量１００質量部に対し
、１～３０質量部であることが好ましく、より好ましくは３～５質量部である。また、こ
れらの分散剤ないし界面活性剤の使用量について後記する有機溶媒に対して０．００１～
１０質量（重量）％、好ましくは０．００１～１質量％である。
【００２９】
　（ｖ）有機溶媒
　逆相懸濁重合ないし逆相乳化重合の際に使用する有機溶媒としては、基本的に水に溶け
難く重合に不活性であればいかなるものも使用できる。その一例を挙げれば、ｎ－ペンタ
ン、ｎ－ヘキサン、ｎ－ヘプタン、ｎ－オクタン等の脂肪族炭化水素、シクロヘキサン、
メチルシクロヘキサン等の脂環状炭化水素、ベンゼン、トルエン、キシレン等の芳香族炭
化水素等が挙げられる。この中、工業的入手の安定性、品質等から見てｎ－ヘキサン、ｎ
－ヘプタン、シクロヘキサンが好ましい溶媒として挙げることができる。これら疎水性溶
媒の使用量は重合性単量体含有水溶液に対して、０．５～１０質量倍、好ましくは０．６
～５質量倍が採用される。
【００３０】
　逆相乳化重合に使用する有機溶媒としては、メタノール、エタノール、イソプロパノー
ル、ブタノール、エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコールモノエチ
ルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、テトラヒドロフラン、ジメチル
ホルムアミド、ジメチルスルホキシド、アセトン、メチルエチルケトン等を挙げることが
でき、中でもエタノール、イソプロパノールが好ましい。
【００３１】
　（ｖｉ）他の配合物
　本発明では、上記重合性単量体や架橋性単量体と共に、必要に応じて消臭剤、抗菌剤、
香料、二酸化珪素や酸化チタン等の無機粉末、澱粉・セルロース等の多糖類やその誘導体
、ポリビニルアルコール等の親水性高分子、ポリエチレンやポリプロピレン等の熱可塑性
樹脂、発泡剤、顔料、染料、親水性短繊維、可塑剤、次亜リン酸（塩）等の連鎖移動剤等
を、重合性単量体と架橋性単量体を含む単量体成分に対して、５質量％以下、好ましくは
１質量％以下含むことができる。
【００３２】
　（ｖｉｉ）重合方法
　本発明で使用する水溶液重合で得られる吸水性樹脂（Ｒ１）は、以下の（１）～（４）
の方法で、製造することができる。
【００３３】
　（１）親水性基を有する重合性単量体と架橋性単量体とを含む単量体水溶液を重合し、
得られる含水ゲル状重合体を乾燥し、必要により粉砕および表面架橋する方法。また、目
的に応じて必要により重合開始剤の存在下に不活性ガスの気泡を分散させた状態で重合し
てもよい。
【００３４】
　（２）親水性基を有する重合性単量体と架橋性単量体とを含む単量体水溶液を重合し、
重合の際またはその後に重合後のカルボキシル基の少なくとも一部中和し、得られる含水
ゲル状重合体を乾燥し、必要により粉砕および表面架橋する方法。
【００３５】
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　（３）親水性基を有する重合性単量体水溶液を重合し、その後に重合体の有する官能基
と反応し得る複数の官能基を有する化合物を反応せしめて重合体中に架橋構造を導入し、
必要により乾燥、粉砕および表面架橋する方法。
【００３６】
　（４）重合性単量体エステル化合物を重合し、架橋の前または後に重合体を鹸化する方
法。
【００３７】
　なお、吸水性樹脂（Ｒ１）は上記（１）～（４）の製造方法の他、特開平１１－２８３
５５号公報、特開平１１－２４６６２５号公報、特開平１１－３３３２９２号公報、特開
２０００－１５０９３号、特開２０００－３０２８７６号公報記載の重合方法で製造して
もよい。
【００３８】
　逆相懸濁または逆相懸濁重合で得られる吸水性樹脂（Ｒ２）は以下（５）、（６）の方
法で製造することができる。
【００３９】
　（５）架橋性単量体を含む重合性単量体を、有機溶媒、重合開始剤および分散剤の存在
下に逆相懸濁重合する方法。
【００４０】
　（６）架橋性単量体を含む重合性単量体を、有機溶媒、重合開始剤および乳化剤の存在
下に逆相乳化重合する方法。
【００４１】
　なお、吸水性樹脂（Ｒ２）は特開昭５６－９３７１６号公報、特開昭５６－１３１６０
８号公報、特開昭５７－１５８２０９号公報、特開昭６１－１１５９０４号公報、特開昭
６１－１５７５１３号公報、特開昭６１－２３１００３号公報、特開昭６１－２３１００
４号公報、特開昭６２－９５３０７号公報、特許第２５７４０３２号公報記載の重合方法
で製造してもよい。より好ましくは逆相懸濁重合による製造である。
【００４２】
　本発明に用いられる吸水性樹脂（Ｒ１）、（Ｒ２）を得るために上述単量体を重合する
際は、バルク重合および沈殿重合を行うことが可能であるが、性能面や重合の制御の容易
さ、さらに吸収特性の観点から、重合性単量体の溶液とする重合が望ましく、上記（１）
～（３）、（５）、（６）に示す方法では重合性単量体の水溶液として重合することが望
ましい。尚、上記重合性単量体を水溶液とする場合の該水溶液中の単量体の濃度は、水溶
液の温度および単量体によって決まり、特に限定されるものではないが、１０～７０質量
％の範囲が好ましく、２０～６０質量％の範囲がさらに好ましい。また、単量体水溶液を
使用する際は、水以外の溶媒を必要に応じて併用しても良く、併用して用いられる溶媒の
種類は特に限定されない。
【００４３】
　上記（１）～（４）の方法としては、双腕型ニーダー中で単量体水溶液を、得られる含
水ゲル状重合体を砕きながら重合し、または所定の容器中や駆動するベルト上に単量体水
溶液を供給し、重合し、得られた含水ゲル状重合体をミートチョッパー等で粉砕する方法
が挙げられる。
【００４４】
　（ｖｉｉｉ）乾燥方法
　本発明の吸水性樹脂（Ｒ１）を得るための水溶液重合により、重合反応中あるいは重合
反応終了後に得られる含水ゲル状重合体は、所定の方法によって約０．１ｍｍ～約５０ｍ
ｍ、さらには０．２～１０ｍｍ、より好ましくは０．５～５ｍｍ程度の破片に砕断し、乾
燥すると本発明に好適な吸水性樹脂とすることができる。乾燥温度は、特に限定されるも
のではないが、例えば、１００～２５０℃の範囲内、より好ましくは１２０～２００℃の
範囲内とすればよい。また、乾燥時間は適宜決定され、特に限定されるものではないが、
１０秒～５時間程度、さらには１分～２時間程度が好適である。また、本発明の吸水性樹
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脂（Ｒ２）を得るための逆相懸濁または乳化重合により、重合反応中あるいは重合反応終
了後に得られる含水ゲル状重合体は、例えば炭化水素等の有機溶媒中に分散した状態で共
沸脱水して固形分量を６０質量％以上、好ましくは７０質量％以上とした後に、デカンテ
ーションあるいは蒸発により有機溶媒と分離し、必要に応じてさらに乾燥することができ
る。
【００４５】
　また、乾燥方法としては、加熱乾燥、熱風乾燥、減圧乾燥、赤外線乾燥、マイクロ波乾
燥、ドラムドライヤー乾燥、疎水性有機溶媒との共沸による脱水、高温の水蒸気を用いた
高湿乾燥等、種々の方法を採用することができ、特に限定されるものではない。
【００４６】
　（ｉｘ）表面架橋処理
　本発明の吸水性樹脂（Ｒ１）および／または吸水性樹脂（Ｒ２）は、さらに表面架橋処
理を行っても良い。本発明で好適に使用可能な表面架橋剤としてはカルボキシル基と反応
し得る架橋剤であり、具体的には例えば、エチレングリコール、ジエチレングリコール、
プロピレングリコール、トリエチレングリコール、ポリエチレングリコール、１，３－プ
ロパンジオール、ジプロピレングリコール、ポリプロピレングリコール、グリセリン、ポ
リグリセリン、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサン
ジオール、トリメチロールプロパン等の多価アルコール化合物；エチレングリコールジグ
リシジルエーテル、ポリエチレングリコールジグリシジルエーテル、グリセロールポリグ
リシジルエーテル、プロピレングリコールジグリシジルエーテル等のエポキシ化合物；エ
チレンジアミン、ジエチレントリアミン、トリエチレンテトラミン、テトラエチレンペン
タミン、ポリエチレンイミン、ポリアミドポリアミンの多価アミン化合物；エピクロロヒ
ドリン、α－メチルエピクロロヒドリン等のハロエポキシ化合物；上記多価アミン化合物
と上記ハロエポキシ化合物との縮合物；２，４－トリレンジイソシアネート等の多価イソ
シアネート化合物；１，２－エチレンビスオキサゾリン等の多価オキサゾリン化合物；γ
－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン等のシランカップリング剤；１，３－ジオキ
ソラン－２－オン、４－メチル－１，３－ジオキソラン－２－オン、１，３－ジオキサン
－２－オン等のアルキレンカーボネート化合物；オキサゾリジノン化合物、オキセタン化
合物、塩化アルミニウム、硫酸アルミニウム等の多価金属塩等が挙げられるが、特に限定
されるものではない。特に、多価アルコール化合物、エポキシ化合物、多価アミン化合物
、多価アミン化合物とハロエポキシ化合物との縮合物、オキセタン化合物、およびアルキ
レンカーボネート化合物がより好ましい。
【００４７】
　本発明では、これらの表面架橋剤は単独でも使用してもよく、また、２種類以上併用し
ても良い。なお、吸水性樹脂に対する該使用量は、吸水性樹脂の固形分１００質量部に対
して０．００１～１０質量部の範囲内、より好ましくは０．０１～５質量部の範囲内とす
ればよい。
【００４８】
　該架橋剤の上記範囲内の使用量で吸水性樹脂の表面を架橋することで、得られる吸水性
樹脂の表面の架橋密度を吸水性樹脂内部よりも高くすることができ、加圧下での吸収特性
に優れる吸水性樹脂を得ることができる。
【００４９】
　上記架橋剤の使用量が０．００１質量部未満であれば、得られる吸水性樹脂の表面の架
橋密度を吸水性樹脂内部よりも高めることができず、加圧下での吸収特性の改良効果が充
分に得られない場合がある。一方、上記架橋剤の使用量が１０質量部を超えると、添加し
た架橋剤が効率よく使用されずに不経済であるばかりか、該表面架橋剤が過剰量となるた
め吸水性樹脂の表面の架橋密度を適正に制御することが困難となるために、無加圧下での
吸収量が大きく低下するおそれがあるので好ましくない。
【００５０】
　該表面架橋剤の添加方法としては特に制限はなく、（１）吸水性樹脂と該架橋剤とを無
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溶媒で混合する方法、（２）シクロヘキサンやペンタン等の疎水性溶媒に吸水性樹脂を分
散させた後、該架橋剤を親水性溶媒あるいは疎水性溶媒に溶解させて混合する方法、（３
）親水性溶媒に該架橋剤を溶解もしくは分散させた後、該溶液もしくは分散液を吸水性樹
脂に噴霧あるいは滴下して混合する方法、（４）特定範囲に含水率を調整した吸水性樹脂
に該架橋剤を添加する方法等がある。ただし、これらに制限されるものではない。上記の
中でも、本発明において好ましい方法は（３）の方法である。その際に使用する親水性溶
媒としては、水、または水と水に可溶な有機溶媒（親水性溶媒）との混合物が好適である
。上記の有機溶媒としては、具体的には、例えば、メチルアルコール、エチルアルコール
、ｎ－プロピルアルコール、ｉｓｏ－プロピルアルコール、ｎ－ブチルアルコール、ｉｓ
ｏ－ブチルアルコール、ｔ－ブチルアルコール等の低級アルコール類；アセトン等のケト
ン類；ジオキサン、一価アルコールのエチレンオキシド（ＥＯ）付加物、テトラヒドロフ
ラン等のエーテル類；Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、ε－カプロラクタム等のアミド類
；ジメチルスルホキシド等のスルホキシド類等が挙げられる。これら有機溶媒は、単独で
用いてもよく、また、２種類以上を併用してもよい。また、上記吸水性樹脂ならびに該表
面架橋剤に対する親水性溶媒の使用量は、吸水性樹脂や該架橋剤、親水性溶媒の組み合わ
せ等にもよるが、吸水性樹脂の固形分１００質量部に対して０～２００質量部、より好ま
しくは０．００１～５０質量部の範囲内、さらに好ましくは０．１～５０質量部の範囲内
、特に好ましくは０．５～３０質量部の範囲内とすればよい。
【００５１】
　吸水性樹脂と該架橋剤を含む溶液とを混合する際に用いられる混合装置は、両者を均一
かつ確実に混合するために、大きな混合力を備えていることが好ましい。上記の混合装置
としては、例えば、円筒型混合機、二重壁円錐型混合機、高速撹拌型混合機、Ｖ字型混合
機、リボン型混合機、スクリュー型混合機、流動型炉ロータリーデスク型混合機、気流型
混合機、双腕型ニーダー、内部混合機、粉砕型ニーダー、回転式混合機、スクリュー型押
出機等が好適である。
【００５２】
　本発明で使用する吸水性樹脂の表面の架橋密度を上げるために、更に表面架橋性化合物
を添加した後、加熱する。加熱温度は、所望する架橋密度等に応じて適宜選択すればよい
が、好ましい加熱温度は熱媒温度が１００～２５０℃、より好ましくは１５０～２５０℃
の範囲である。また、加熱時間は好ましくは１分から２時間、加熱温度と加熱時間の組み
合わせの好適例としては、１８０℃で０．１～１．５時間、２００℃で０．１～１時間で
適宜選択すれば良い。
【００５３】
　吸水性樹脂の表面架橋処理に際しては、吸水性樹脂（Ｒ１）および吸水性樹脂（Ｒ２）
をそれぞれ別々に表面架橋処理を行う手法の他に、その目的や必要に応じて、あらかじめ
吸水性樹脂（Ｒ１）と吸水性樹脂（Ｒ２）を後段に示す方法で混合後に表面架橋処理を行
っても良く、適宜選択される。
【００５４】
　（ｘ）吸水性樹脂（Ｒ１）と（Ｒ２）との混合
　本発明の吸水性樹脂組成物を調製する際に、吸水性樹脂（Ｒ１）と（Ｒ２）とを混合す
るには、温度１０～１５０℃、より好ましくは１０～１００℃で混合される。１５０℃を
超える場合は吸水性樹脂および／または吸水性樹脂組成物の吸収特性が劣化する場合があ
る。一方、１０℃を下回ると冷却等の問題により不経済となる。また、混合時の相対湿度
は特に限定されるものではないが、０～５０％ＲＨ、好ましくは０～４０％ＲＨの範囲で
混合されるのが望ましく、混合時に加湿や水、水性液等の溶媒を添加せずに該吸水性樹脂
（Ｒ１）と（Ｒ２）の固形分が９０％質量以上、好ましくは９５質量％以上、より好まし
くは９８質量％以上で、いわゆる乾式混合により混合することが望ましい。
【００５５】
　上記混合によって、吸水性樹脂（Ｒ１）と（Ｒ２）との均一な混合を実現することがで
き、それにより偏析することなく嵩比重の高い吸水性樹脂組成物を得ることができる。い
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わゆる不定形状である吸水性樹脂（Ｒ１）粒子と球形状ないしその凝集物、または葡萄房
形状の吸水性樹脂（Ｒ２）粒子とが、密な充填された状態で均一に混合されることから、
吸水性樹脂粒子どうしを結着させて造粒物を得る場合においても、強固な結着強度を有す
る造粒物を製造するのに好適な混合物となる。
【００５６】
　混合する際に用いられる混合装置は吸水性樹脂（Ｒ１）と（Ｒ２）をバッチ式に混合し
ても、連続的に混合しても良いが、吸水性樹脂（Ｒ１）と（Ｒ２）とを均一かつ確実に混
合することが望ましい。このような混合装置としては、例えば、円筒型混合機、二重壁円
錐型混合機、高速攪拌型混合機、V字型混合機、リボン型混合機、スクリュー型混合機、
双腕型ニーダー、粉砕型ニーダー、回転式混合機、スクリュー型押出機、バッチ式レディ
ゲミキサー、流動床混合機、連続式レディゲミキサー等が好適である。
【００５７】
　（ｘｉ）造粒工程
　本発明において、吸水性樹脂（Ｒ１）と（Ｒ２）を混合する前または混合した後に、目
的やその必要に応じてＳｉＯ２などの不溶性無機粒子や親水性溶媒、好ましくは水を添加
混合して造粒しても良い。
【００５８】
　この際、使用される水の量は、使用する吸水性樹脂の含水率にもよるが、通常、吸水性
樹脂の固形分１００質量部に対し、０．５～２０質量部、好ましくは０．５～１０質量部
の範囲である。また、本発明において、水以外に親水性有機溶媒を用いてもよい。該吸水
性樹脂混合物に対して０～１０質量部、好ましくは０～５質量部、より好ましくは０～３
質量部の範囲である。親水性溶媒の添加に際しての温度は混合性から好ましくは０～８０
℃、さらには４０～７０℃の範囲である。また、親水性溶媒を該吸水性樹脂混合物に噴霧
あるいは滴下する方法が好ましく、噴霧する方法がより好ましい。噴霧される液滴の大き
さは、１～３００μｍが好ましく、１～２００μｍがより好ましい。親水性溶媒の添加に
際し、本発明の効果を妨げない範囲で水不溶性微粒子粉体や界面活性剤を共存させてもよ
い。
【００５９】
　水または親水性溶媒の添加後の吸水性樹脂（Ｒ１）と（Ｒ２）の混合物は、好ましくは
加熱処理される。上記加熱処理を行う際の条件としては、加熱温度は５０～２６０℃、好
ましくは１００～２５０℃、より好ましくは１５０～２５０℃であり、加熱時間は、好ま
しくは１分～２時間の範囲である。温度と時間の組み合わせの好適例としては、１８０℃
で０．１～１．５時間、２００℃で０．１～１時間である。
【００６０】
　前記添加に用いられる好適な添加混合装置は、均一な混合を確実にするため大きな混合
力を生み出せることが必要である。本発明に用いることのできる混合装置としては種々の
混合機が使用されるが、好ましくは、高速攪拌形混合機、特に高速攪拌形連続混合機であ
り、例えば、商品名タービュライザー（ホノカワミクロン社製）や商品名レディゲミキサ
ー（レディゲ社製）などが用いられる。
【００６１】
　また、加熱処理は、通常の乾燥機又は加熱炉を用いて行うことができる。乾燥機として
は、例えば、溝型混合乾燥機、ロータリー乾燥機、ディスク乾燥機、流動層乾燥機、気流
型乾燥機、赤外線乾燥機等が挙げられる。また、加熱後の吸水性樹脂は必要に応じて冷却
してもよい。
【００６２】
　（２）吸水性樹脂組成物
　本発明の吸水性樹脂組成物は上記の方法により得られた吸水性樹脂（Ｒ１）と吸水性樹
脂（Ｒ２）を混合することにより得られ、必要によりパルプや繊維材料、バインダー等の
添加材を混合しても良いが、吸水性樹脂組成物中の吸水性樹脂（Ｒ１）と吸水性樹脂（Ｒ
２）の合計量の割合は８０質量%以上、好ましくは９０質量％以上、より好ましくは９５
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質量％以上、最も好ましくは９８質量％以上であり、実質粒子状のものである。 本発明
の吸水性樹脂を構成する吸水性樹脂（Ｒ１）と吸水性樹脂（Ｒ２）としては上記記載方法
で得られたものの他、例えば吸水性樹脂（Ｒ１）としては、特開平１１－２８３５５号公
報、特開平１１－２４６６２５号公報、特開平１１－３３３２９２号公報、米国特許４６
２５００１号、米国４８７３２９９号、米国４２８６０８２号、米国４９７３６３２号、
米国４９８５５１８号、米国５１２４４１６号、米国５２５０６４０号、米国５２６４４
９５号、米国５１４５９０６号、米国５３７０８０８号、欧州０８１１６３６号、欧州０
９５５０８６号、欧州０９２２７１７号記載の吸水性樹脂を使用することもでき、吸水性
樹脂（Ｒ２）として特開平１１－１３０９６８号公報、特表２０００－５１３３９２号公
報、米国特許４０９３７７６号、同４３６７３２３号、同４４４６２６１号、同４６８３
２７４号、同５２４４７３５号記載の吸水性樹脂を使用することもできる。
【００６３】
　（ｉ）重量（質量）平均粒度
　本発明の吸水性樹脂組成物においては、重量平均粒度が好ましくは１００～６００μｍ
、より好ましくは１００～５００μｍの範囲である。重量平均粒度が６００μｍを超える
場合、尿や体液等の吸収時における吸収速度が遅くなり、また、おむつ等の衛生材料とし
て使用した場合に装着感に問題が生じるため好ましくない。一方、重量平均粒度が１００
μｍを下回ると、一般に４５μｍ以下の微粒子の割合が増加するため好ましくない。
【００６４】
　本発明は吸水性樹脂組成物の粒度が上記範囲にあることで、重合方法に由来して相違す
る吸水性樹脂の形状と相まって毛管現象の発揮に好適な間隙が確保され、毛管吸収能力が
高く、加圧下吸収倍率２０ｇ／ｇ以上の優れた吸水性が確保され、かつコンパクト化が可
能で、同時に戻り量の少ない吸水性樹脂組成物が得られる。なお、吸水性樹脂（Ｒ１）、
吸水性樹脂（Ｒ２）の重量平均粒度は、吸水性樹脂組成物の重量平均粒度が上記範囲にあ
れば、この範囲を外れていてもよいが、それぞれ１００～６００μｍ、より好ましくは１
００～５００μｍの範囲であることが好ましい。
【００６５】
　更に、吸水性樹脂組成物に含まれる粒子の粒度は、含まれる吸水性樹脂が水溶液重合で
得られたものであるか逆相懸濁重合または逆相乳化重合で得られたものであるかを問わず
、吸水性樹脂組成物中に粒子径が８５０μｍ～７５μｍの粒子が８５質量％以上含まれて
いることが好ましく、より好ましくは９０質量％以上、最も好ましくは９５質量％である
。従来、吸水性樹脂および吸水性樹脂組成物の吸水速度を向上させるため、吸水性樹脂の
粒子径を細かくする方法は知られているが、７５μｍ未満の微粒子が１５質量％を超え、
特に４５μｍ未満の微粒子が５質量％を超えると、吸収時のゲル化の際に、吸収体中で液
の目詰まりが生じ、吸収体中への吸収液の拡散を阻害し、これを使用した紙おむつ等では
漏れを引き起こす。一方、４５μｍ以下の割合は５質量％以下であることが好ましく、よ
り好ましくは３質量％以下、特に好ましくは１質量％以下である。４５μｍ以下の微粒子
が５質量％を超えると、吸水性樹脂組成物の表面積が大きくなり、吸収体としての使用時
に空気との接触面積が大きくなることで、尿等の排泄液に可溶化しやすくなり、吸収物性
を大きく損なう場合がある。なお、吸水性樹脂組成物に含まれる粒子には、上記する吸水
性樹脂（Ｒ１）、（Ｒ２）のほかに添加可能な他の配合剤も含むものとする。
【００６６】
　なお、本発明の粒度の測定は、後述する実施例の「重量平均粒子径」の測定項目及び測
定方法に記載の方法による。
【００６７】
　このような粒度分布を有する本発明の吸水性樹脂組成物を得るには、水溶液重合で得ら
れる吸水性樹脂（Ｒ１）と逆相懸濁または逆相乳化重合で得られる吸水性樹脂（Ｒ２）を
質量比（Ｒ１／Ｒ２）の比を１／９～９／１、好ましくは９／１～３／７、より好ましく
は９／１～５／５として、相対湿度４０％ＲＨ以下の雰囲気下でバッチ式または連続的に
乾式混合させればよい。
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【００６８】
　（ｉｉ）可溶分
　本発明の吸水性樹脂組成物には、水や水溶液への可溶性成分である可溶分（水可溶分と
もいう）が該吸水性樹脂組成物中に０～２０質量％であることが好ましく、特に好ましく
は１５質量％以下である。該吸水性樹脂組成物に使用する吸水性樹脂を製造する際に使用
する架橋剤量、重合開始温度等の重合条件や重合方法により可溶分の含有量（可溶分量と
もいう）は相違するが、可溶分量が２０質量％を超える場合、紙おむつ等の吸収体に使用
において、吸水時に可溶分が吸収体中へ溶出されるため、実質的な吸収倍率の低下や尿等
の液の粘度が増加することによる吸収体への液の拡散を阻害する場合があるので好ましく
ない。
【００６９】
　（ｉｉｉ）加圧下吸収倍率
　本発明の吸水性樹脂組成物は、４．８３ｋＰａの加圧下吸収倍率が２０ｇ／ｇ以上の、
好ましくは２３ｇ／ｇ以上の、より好ましくは２５ｇ／ｇ以上である。本発明の加圧下吸
収倍率は、４．８３ｋＰａの加圧下吸収倍率が２０ｇ／ｇ以上の表面架橋処理された吸水
性樹脂（Ｒ１）と、表面架橋処理された吸水性樹脂（Ｒ２）を混合することにより得られ
る。また、該加圧下吸収倍率を実現するために、吸水性樹脂（Ｒ１）と（Ｒ２）の混合後
に４．８３ｋＰａの加圧下吸収倍率が２０ｇ／ｇ以上となるように表面架橋処理をしても
良い。なお、本発明において加圧下を４．８３ｋＰａと既定したのは、赤ちゃんの一般体
重（１０ｋｇ前後）から予想される荷重、１０～数１０ｇ／ｃｍ２を想定したためである
。しかしながら、本発明の吸水性樹脂組成物では、吸水性樹脂（Ｒ１）と（Ｒ２）との混
合物を使用することで、嵩比重が高くコンパクト性に優れ、かつ加圧下吸収倍率が２０ｇ
／ｇ以上であるため、例えば薄型かつ高性能の紙おむつ等への実用的使用に対して至適な
吸水性樹脂組成物となる。しかも、同時に０．６９質量％生理食塩水流れ誘導性に優れる
ため吸水速度の立ち上がりが早く、かつ戻り量が極めて少ないという特徴がある。
【００７０】
　（ｉｖ）毛管吸収倍率（Capillary Suction Force/CSF）と毛管吸収力増加指数
　本願における毛管吸収倍率とは吸水性樹脂および吸水性樹脂組成物が負の圧力に抗して
吸収液を吸収する能力のことで、紙おむつ等の吸収体に使用した際に尿などの排泄液の取
り込む能力を現す。本発明における吸水性樹脂組成物の毛管吸収倍率（CSF）は２０ｇ／
ｇ以上であることが好ましい。該毛管吸収倍率を実現するためには吸水性樹脂（Ｒ１）の
いわゆる不定形状と吸水性樹脂（Ｒ２）の球形状または葡萄の房形状である吸水性樹脂（
Ｒ２）粒子とが、密な充填された状態で均一に混合されることによって得られる。CSFは
、本発明で得られる吸水性樹脂組成物を紙おむつ等の吸収体に使用した場合、尿等の液が
排泄された際に吸収体への取り込む吸引力に影響を与え、さらに例えば赤ちゃん等が立っ
たまま紙おむつを使用した場合に、紙おむつ中の吸収体上部にまで液を引き上げる力を増
大させ、吸収体に液を十分に行き渡らせ、吸液量を増大させ液の漏れを防止する効果が著
しく向上する。本発明の吸水性樹脂組成物のCSFは、好ましくは２０ｇ／ｇ以上、より好
ましくは２５ｇ／ｇ以上、特に好ましくは３０ｇ／ｇ以上である。
【００７１】
　また、毛管吸収力増加指数とは該吸水性樹脂を構成する吸水性樹脂（Ｒ１）と吸水性樹
脂（Ｒ２）の毛管吸収倍率と、吸水性樹脂（Ｒ１）と吸水性樹脂（Ｒ２）の構成比から予
想される毛管吸収倍率に対する該吸水性樹脂組成物の毛管吸収倍率の比であり、吸水性樹
脂（Ｒ１）（Ｒ２）を混合することによる吸水性樹脂組成物の毛管吸収力の増減を現す。
本発明の吸水性樹脂組成物は毛管吸収力増加指数が１．０を超えるもので、好ましくは１
．１０以上、より好ましくは１．１５以上である。
【００７２】
　（ｖ）０．６９質量％生理食塩水流れ誘導性（Saline　Flow　Conductivity/ SFC）
　本発明における吸水性樹脂組成物は、０．６９質量％生理食塩水流れ誘導性（SFC）が
１０（単位：１０－７×ｃｍ３×ｓ×ｇ－１）以上であることが好ましい。SFCは、本発
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明で得られる吸水性樹脂組成物の膨潤後の通液性に影響を与える。つまり、例えば本発明
の吸水性樹脂組成物を紙おむつの吸収体の一部に使用した場合の通液性を良好にし、吸収
体に液を十分に行き渡らせ、使用時における尿等の排泄液に対する吸収量を増大させ、液
の漏れを防止する効果が著しく向上する。SFCは好ましくは１０（単位：１０－７×ｃｍ
３×ｓ×ｇ－１）以上、より好ましくは１５（単位：１０－７×ｃｍ３×ｓ×ｇ－１）以
上である。
【００７３】
　なお、本願における可溶分、加圧下吸収倍率、毛管吸収倍率（CSF）、毛管吸収力増加
指数、０．６９質量％生理食塩水流れ誘導性（SFC）は、後記する実施例で定義した「可
溶分」、「加圧下吸収倍率」、「毛管吸収倍率（CSF）」、「毛管吸収力増加指数」「０
．６９質量％生理食塩水流れ誘導性（SFC）」とする。
【００７４】
　本発明の吸水性樹脂組成物は、「加圧下吸収倍率」、「毛管吸収倍率（CSF）」、「毛
管吸収力増加指数」、「０．６９質量％生理食塩水流れ誘導性（SFC）」の上記に示した
値の好ましくは２つ以上、より好ましくはＣＳＦとＡＡＰ、ＣＳＦとＳＦＣの組み合わせ
を有し、さらには３つ以上の組み合わせを有するものである。
【００７５】
　（３）ＣＳＦまたはＳＦＣに優れる吸水性樹脂組成物の製造方法
　上記したように、水溶液重合で得られる吸水性樹脂（Ｒ１）と、逆相懸濁または逆相乳
化重合で得られる吸水性樹脂（Ｒ２）との混合物であり、該混合物の加圧下吸収倍率が２
０ｇ／ｇ以上である吸水性樹脂組成物は、ＣＳＦやＳＦＣに優れる。これはこのような樹
脂組成物の加圧下吸収倍率が２０ｇ／ｇ以上を目安にすると、毛管吸収倍率（ＣＳＦ）が
２０ｇ／ｇ以上、または０．６９質量％生理食塩水流れ誘導性（ＳＦＣ）が１０（単位：
１０－７×ｃｍ３×ｓ×ｇ－１）以上の吸水性樹脂組成物が得られることを意味する。該
製造方法において、吸水性樹脂（Ｒ１）と吸水性樹脂（Ｒ２）との混合は乾式混合による
ことが好ましい。
【００７６】
　（４）用途
　（ｉ）吸水性物品
　本発明の吸水性樹脂組成物は、例えば、パルプ等の繊維質材料と複合化する（組み合わ
せる）ことにより、成形され吸水性物品とされる。吸水性物品としては、シート状、層状
、テープ条、筒状などに成形され、例えば、紙おむつや生理用ナプキン、失禁パット、創
傷保護材、創傷治癒材等の衛生材料（体液吸収物品）；ペット用の尿等の吸収物品；建材
や土壌用保水材、止水材、パッキング材、ゲル水嚢等の土木建築用資材；ドリップ吸収材
や鮮度保持材、保冷材等の食品用物品；油水分離材、結露防止材、凝固材などの各種産業
用物品；植物や土壌等の保水材等の農園芸用物品；等が挙げられるが、特に限定されるも
のではない。
【００７７】
　（ｉｉ）紙おむつ
　本発明の吸水性樹脂組成物を用いた紙おむつは、例えば、液不透過性の材料からなるバ
ックシート（裏面材）、本発明の吸水性樹脂と繊維質材料を含むコア層（吸収体）、およ
び液透過性の材料からなるトップシート（表面材）を、この順に積層して互いに固定する
とともに、この積層物に、ギャザー（弾性部）やいわゆるテープファスナー等を取り付け
ることにより形成される。また、紙おむつには、幼児に排尿・排便の躾をする際に用いら
れる紙おむつ付きパンツも含まれる。本発明の吸収性樹脂は、高い耐圧吸水比を有するこ
とから、紙おむつにおいて、高濃度コア（吸水性樹脂／（繊維基材+吸水性樹脂）ｗｔ／
ｗｔ）として用いることができ、その濃度は、３０～１００％コア、より好ましくは４０
～９５％コア、特には５０～９０％コアであり、これにより薄型おむつとすることができ
る。
【００７８】
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　（ｉｉｉ）その他
　本発明の吸水性樹脂組成物は、さらに消臭剤、抗菌剤、キレート剤、香料、各種の無機
粉末、発泡剤、顔料、染料、親水性短繊維、肥料、酸化剤、還元剤、水、塩類等を吸水性
樹脂組成物に対して０～３０質量％、好ましくは０～１０質量％添加し、これにより吸収
性物品に種々の機能を付与させてもよい。
【実施例】
【００７９】
　以下、実施例及び比較例によって本発明を更に具体的に説明するが、本発明は、その要
旨を超えない限りこれらの実施例等により限定されるものではない。尚、これらに記載の
毛管吸収倍率、嵩比重、０．６９質量％生理食塩水流れ誘導性、無加圧下吸収倍率、加圧
下吸収倍、重量平均粒子径、可溶分量は以下の方法により測定したものである。なお、特
に記載のない場合、「部」は質量部を意味する。
【００８０】
　（測定方法）
　（１）毛管吸収倍率（０．９質量％生理食塩水の２０ｃｍ負の圧力勾配での毛管吸収倍
率（ＣＳＦ））
　本発明の毛管吸収倍率は２０ｃｍの負の圧力勾配における所定時間内での吸水性樹脂な
いし吸水性樹脂組成物の液体の吸収能力を０．０６ｐｓｉ（０．４１ｋＰａ）荷重下で測
定したものである。図１を参照して、毛管吸収倍率を測定するための装置および方法を説
明する。
【００８１】
　１）多孔質ガラス板１（グラスフィルター粒子番号＃３；（株）相互理化学硝子製作所
製のBuchner型フィルターTOP 17G-4(code no. 1175-03)）からなる液吸収面を有する直径
６０ｍｍのグラスフィルター２の下部に導管３をつなぎ、この導管３を直径１０ｃｍの液
溜容器４の下部に備え付けられている口に接続する。前記グラスフィルター２の多孔質ガ
ラス板１は平均孔径が２０～３０μｍであって、その毛管力によって６０ｃｍの液面高さ
の差をつけた状態でも水柱の負圧に抗して多孔質ガラス板１内に水を保持することができ
、空気の導入がない状態を保持し得る。グラスフィルター２に高さを上下させるための支
持リング５をはめ、系に生理食塩水（０．９質量％ＮａＣｌ溶液）６を満たし、液溜容器
を天秤上７に載せる。導管中、およびグラスフィルター２の多孔質ガラス板１の下部に空
気がないことを確認してから液溜容器４中の生理食塩水（０．９質量％ＮａＣｌ溶液）６
上部の液面レベルと多孔質ガラス板１上部レベルの高さの差が２０ｃｍになるように調節
してグラスフィルター２をスタンド８に固定する。
【００８２】
　２）　２５±１℃、湿度６０±５％ＲＨの条件下で、多孔質ガラス板１上に測定試料９
（吸水性樹脂ないし吸水性樹脂組成物）０．４４ｇを均一にすばやく散布し、さらその上
に直径５９ｍｍの荷重１０（０．４１９ｋＰａ）を載せ、３０分後に測定試料９に吸収さ
れた生理食塩水（０．９質量％ＮａＣｌ溶液）の値（Ｗ３０）を測定する。本発明の毛管
吸収倍率は以下の式で求められる。
【００８３】
【数１】

【００８４】
　上記により求めた毛管吸収倍率から、以下の式で定義される毛管吸収力増加指数を求め
る。
【００８５】
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【数２】

【００８６】
　（２）嵩比重
　嵩比重測定器（蔵持科学器械製作所製）を用いJIS K3362（１９９８年度）に準じて、
特開２０００－３０２８７６号公報に記載の方法により吸水性樹脂ないし吸水性樹脂組成
物の嵩比重を測定した。
【００８７】
　（３）０．６９質量％生理食塩水流れ誘導性（ＳＦＣ）
　特表平９－５０９５９１号公報の０．６９質量％生理食塩水流れ誘導性（ＳＦＣ）試験
に準じて行った。
【００８８】
　図２に示す装置を用い、容器４０に均一に入れた吸水性樹脂ないし吸水性樹脂組成物（
０．９００ｇ）を人工尿（１）中で０．３ｐｓｉ（２．０７ｋＰａ）の加圧下６０分間膨
潤させ、膨潤ゲル４４のゲル層の高さを記録し、次に０．３ｐｓｉ（２．０７ｋＰａ）の
加圧下、０．６９質量％塩化ナトリウム水溶液３３を、一定の静水圧でタンク３１から膨
潤したゲル層を通液させる。このＳＦＣ試験は室温（２０～２５℃）で行う。コンピュー
ターと天秤を用い、時間の関数として２０秒間隔でゲル層を通過する液体量を１０分間記
録する。膨潤したゲル４４の主に粒子間を通過する流速Ｆｓ（ｔ）は増加質量（ｇ）を増
加時間（ｓ）で割ることによりｇ／ｓの単位で決定する。一定の静水圧と安定した流速が
得られた時間をｔｓとし、ｔｓと１０分間の間に得たデータだけを流速計算に使用して、
ｔｓと１０分間の間に得た流速を使用してＦｓ（ｔ＝０）の値、つまりゲル層を通る最初
の流速を計算する。Ｆｓ（ｔ＝０）はＦｓ（ｔ）対時間の最小２乗法の結果をｔ＝０に外
挿することにより計算される。
【００８９】

【数３】

【００９０】
　図２に示す装置としては、タンク３１には、ガラス管３２が挿入されており、ガラス管
３２の下端は、０．６９質量％塩化ナトリウム水溶液３３をセル４１中の膨潤ゲル４４の
底部から、５ｃｍ上の高さに維持できるように配置する。タンク３１中の０．６９質量％
塩化ナトリウム水溶液３３は、コック付きＬ字管３４を通じてセル４１へ供給する。セル
４１の下には、通過した液を補集する容器４８が配置されており、補集容器４８は上皿天
秤４９の上に設置される。セル４１の内径は６ｃｍであり、下部の底面にはＮｏ．４００
ステンレス製金網（目開き３８μｍ）４２が設置される。ピストン４６の下部には液が通
過するのに十分な穴４７があり、底部には吸水性樹脂例えば吸水剤あるいはその膨潤ゲル
が、穴４７へ入り込まないように透過性の良いガラスフィルター４５が取り付けてある。
セル４１は、セルを乗せるための台の上に置かれ、セルと接する台の面は、液の透過を妨
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げないステンレス製の金網４３の上に設置する。
【００９１】
　なお、上記人工尿（１）は、塩化カルシウムの２水和物０．２５ｇ、塩化カリウム２．
０ｇ、塩化マグネシウムの６水和物０．５０ｇ、硫酸ナトリウム２．０ｇ、りん酸２水素
アンモニウム０．８５ｇ、リン酸水素２アンモニウム０．１５ｇ、および、純水９９４．
２５ｇを加えたものである。
【００９２】
　（４）無加圧下吸収倍率（０．９０質量％生理食塩水に対する無加圧下で３０分の吸収
倍率（GV））
　室温（２０～２５℃）、湿度５０ＲＨ％の条件下で、吸水性樹脂ないし吸水性樹脂組成
物０．２０ｇを不織布製の袋（６０ｍｍ×６０ｍｍ）に均一に入れてシールした後、室温
で０．９質量％生理食塩水中に浸漬した。３０分後に袋を引き上げ、遠心分離機（株式会
社コクサン社製、遠心機：型式 Ｈ－１２２）を用いて２５０Ｇで３分間水切りを行った
後、袋の質量Ｗ１（ｇ）を測定した。また、同様の操作を吸水性樹脂または吸水性樹脂組
成物を用いずに行い、その時の質量Ｗ０（ｇ）を測定した。そして、これらＷ１、Ｗ０か
ら、次式に従って無加圧下吸収倍率（ｇ／ｇ）を算出した。
【００９３】
【数４】

【００９４】
　（５）加圧下吸収倍率（０．９０質量％生理食塩水に対する４．８３ｋＰａで６０分の
加圧下吸収倍率（ＡＡＰ））
　内径６０ｍｍのプラスチック製支持円筒の底に、ステンレス製４００メッシュの金網（
目の大きさ３８μｍ）を融着させ、室温（２０～２５℃）、湿度５０ＲＨ％の条件下で、
該網上に吸水性樹脂ないし吸水性樹脂組成物０．９０ｇを均一に散布し、その上に、吸水
性樹脂ないし吸水性樹脂組成物に対して４．８３ｋＰａ（０．７ｐｓｉ）の荷重を均一に
加えることができるよう調整された、外径が６０ｍｍよりわずかに小さく支持円筒との隙
間が生じず、かつ上下の動きが妨げられないピストンと荷重とをこの順に載置し、この測
定装置一式の質量Ｗａ（ｇ）を測定した。
【００９５】
　直径１５０ｍｍのペトリ皿の内側に直径９０ｍｍのガラスフィルター（株式会社相互理
化学硝子製作所社製、細孔直径：１００～１２０μｍ）を置き、０．９０質量％生理食塩
水（２０～２５℃）をガラスフィルターの上面と同じレベルになるように加えた。
【００９６】
　その上に、直径９０ｍｍの濾紙１枚（ＡＤＶＡＮＴＥＣ東洋株式会社、品名：（ＪＩＳ
　Ｐ　３８０１、Ｎｏ．２）、厚さ０．２６ｍｍ、保留粒子径５μｍ）を載せ、表面が全
て濡れるようにし、かつ過剰の液を除いた。
【００９７】
　上記測定装置一式を前記湿った濾紙上に載せ、液を荷重下で吸収させた。１時間後、測
定装置一式を持ち上げ、その質量Ｗｂ（ｇ）を測定した。そして、Ｗａ、Ｗｂから、次式
に従って加圧下吸収倍率（ｇ／ｇ）を算出した。
【００９８】
【数５】

【００９９】
　（６）重量平均粒度
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　吸水性樹脂粉末または吸水性樹脂組成物を目開き８５０μｍ、６００μｍ、５００μｍ
、４２５μｍ、３００μｍ、２１２μｍ、１５０μｍ、１０６μｍ、７５μｍなどのＪＩ
Ｓ標準ふるいで篩い分けし、残留百分率Ｒを対数確率紙にプロットした。これにより、重
量平均粒度（Ｄ５０）を読み取った。
【０１００】
　篩い分け、および、後述の粒度別のＳＦＣを測定する際の分級方法は、吸水性樹脂粉末
または吸水性樹脂組成物１０．０ｇを、室温（２０～２５℃）、湿度５０ＲＨ％の条件下
で、目開き８５０μｍ、６００μｍ、５００μｍ、３００μｍ、１５０μｍのＪＩＳ標準
ふるい（THE IIDA TESTING SIEVE：径８ｃｍ）に仕込み、振動分級器（IIDA SIEVE SHAKE
R、TYPE:ES-65型、SER.No.0501）により、１０分間、分級を行った。なお、重量平均粒度
（Ｄ５０）とは、米国特許第５０５１２５９号などにあるように、一定目開きの標準篩で
粒子全体の５０重量％に対応する標準篩（目開き）の粒子径のことであり、例えば、目開
き３００μｍ標準篩で粒子全体の５０重量％が分級される場合、重量平均粒子径（Ｄ５０
）は３００μｍである。
【０１０１】
　（７）可溶分量
　２５０ｍｌ容量の蓋付きプラスチック容器に０．９質量％生理食塩水溶液（生理食塩水
）の１８４．３ｇを測り取り、その水溶液中に吸水性樹脂１．００ｇを加え１６時間攪拌
することにより樹脂中の可溶分を抽出した。この抽出液を濾紙１枚(ADVANTEC東洋株式会
社、品名:(JIS P 3801、No.2)、厚さ０．２６ｍｍ、保留粒子径５μｍ）を用いて濾過す
ることにより得られた濾液の５０．０ｇを測り取り測定溶液とした。
【０１０２】
　はじめに生理食塩水だけを、まず、０．１ＮのＮａＯＨ水溶液でｐＨ１０まで滴定を行
い、その後、０．１ＮのＨＣｌ水溶液でｐＨ２．７まで滴定して空滴定量（［ｂＮａＯＨ
］ｍｌ、［ｂＨＣｌ］ｍｌ）を得た。
【０１０３】
　同様の滴定操作を測定溶液についても行うことにより滴定量（［ＮａＯＨ］ｍｌ、［Ｈ
Ｃｌ］ｍｌ）を求めた。
【０１０４】
　例えば、既知量のアクリル酸とそのナトリウム塩からなる吸水性樹脂ないし吸水性樹脂
組成物の場合、そのモノマーの平均分子量と上記操作により得られた滴定量をもとに、吸
水性樹脂ないし吸水性樹脂組成物中の可溶分量を以下の計算式により算出することができ
る。未知量の場合は滴定により求めた中和率を用いてモノマーの平均分子量を算出する。
なお、酸基を含有しない吸水性樹脂の場合は、ろ液の重量より測定する。
【０１０５】
【数６】

【０１０６】
【数７】

【０１０７】
　（８）　吸水性樹脂ないし吸水性樹脂組成物の戻り量評価（戻り量）
吸水性樹脂ないし吸水性樹脂組成物を１．０ｇ秤量して採取し、直径９ｃｍのガラス製シ
ャーレに均一に散布した。次に室温の人工尿（２）を３０ｇシャーレに注いだ。人工尿（
２）は尿素１．９質量％、塩化ナトリウム０．８質量％、塩化カルシウム０．１質量％お
よび硫酸マグネシウム０．１質量％を含む組成の水溶液である。
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【０１０８】
　３０分後、膨潤ゲル化した吸水性樹脂ないし吸水性樹脂組成物の上面に直径９ｃｍの円
形に切り出した不織布をのせ、さらにその上部に、予め計量した直径９０ｍｍの濾紙１０
枚（ＡＤＶＡＮＴＥＣ東洋株式会社、品名：（ＪＩＳ　Ｐ　３８０１、Ｎｏ．２）、厚さ
０．２６ｍｍ、保留粒子径５μｍ）をのせ、濾紙の上から荷重５００ｇ（１５ｇ／ｃｍ２

）の重りをのせて１分間放置した。１分後、濾紙１０枚の質量を測定し、吸水性樹脂ない
し吸水性樹脂組成物の戻り量（戻り量（ｇ））を測定した。
【０１０９】
　参考例１：吸水性樹脂Ａの製造方法
　アクリル酸ナトリウム（中和率７１モル％）の３８質量％水溶液５５００部に、ポリエ
チレングリコールジアクリレート（ｎ＝８）８．１部を溶解させて反応液とした。次に、
この反応液を窒素ガス雰囲気下で３０間脱気した。次いで、開閉可能な蓋付きのシグマ型
羽根を２本有するジャケット付きステンレス製双腕型ニーダーに、上記反応液を供給し、
反応液を３０℃に保ちながら系を窒素ガス置換した。続いて、反応液を撹拌しながら、過
硫酸アンモニウム２．４部およびＬ－アスコルビン酸０．１２部を添加したところ、凡そ
１分後に重合が開始した。そして、２０～９５℃（ピーク温度）で重合を行い、重合を開
始して６０分後に含水ゲル状重合体を取り出した。
【０１１０】
　得られた含水ゲル状重合体は、その径が約５～０．５ｍｍに細分化されていた。この細
分化された含水ゲル状重合体を５０メッシュ（目開き３００μｍ）の金網上に広げ、１５
０℃で９０分間熱風乾燥した。次いで乾燥物を、粉砕に用いられるロール同士が所定の間
隔（ロールギャップが約１．６３ｍｍ、約０．４３ｍｍ、約０．１５ｍｍ）を有するよう
に３段に形成されたロールグラニュレータ型粉砕機を用いて粉砕し、さらに目開き８５０
μｍの篩を通過して不定形破砕状の吸水性樹脂Ａ’を得た。
【０１１１】
　得られた吸水性樹脂Ａ’１００部に、１，４－ブタンジオール０．３部と、プロピレン
グリコール０．５部、水３部とからなる表面架橋剤組成液を混合した。上記の混合物を２
１０℃で３０分間加熱処理し、目開き８５０μｍの篩を通過させることにより、吸水性樹
脂Ａを得た。以下、実施例、比較例、参考例で得られた吸水性樹脂の粒度、ＧＶ、ＡＡＰ
、ＳＦＣ、可溶分量を表１～６、図３～５に、かさ比重を表７～９に、ＣＳＦを表１０～
１２に、毛管吸収力増加指数を表１１、１２に、戻り量を表１３～１５に示す。
【０１１２】
　参考例２：吸水性樹脂Ｂの製造方法
　アクリル酸ナトリウム（中和率７５モル％）の３３質量％水溶液５５００部に、ポリエ
チレングリコールジアクリレート（ｎ＝８）８．３部を溶解させて反応液とした。次に、
この反応液を窒素ガス雰囲気下で３０間脱気した。次いで、開閉可能な蓋付きのシグマ型
羽根を２本有するジャケット付きステンレス製双腕型ニーダーに、上記反応液を供給し、
反応液を３０℃に保ちながら系を窒素ガス置換した。続いて、反応液を撹拌しながら、過
硫酸アンモニウム ２．４部およびＬ－アスコルビン酸０．１２部を添加したところ、凡
そ１分後に重合が開始した。そして、３０～９０℃で重合を行い、重合を開始して６０分
後に含水ゲル状重合体を取り出した。
【０１１３】
　得られた含水ゲル状重合体は、その径が約５ｍｍに細分化されていた。この細分化され
た含水ゲル状重合体を５０メッシュ（目開き３００μｍ）の金網上に広げ、１５０℃で９
０分間熱風乾燥した。次いで乾燥物を、振動ミルを用いて粉砕し、さらに目開き８５０μ
ｍの篩の金網で分級することにより、不定形破砕状の吸水性樹脂Ｂ’を得た。
【０１１４】
　得られた吸水性樹脂Ｂ’１００部に、エチレングリコールジグリシジルエーテル０．０
５部と、グリセリン０．７５部と、水３部、乳酸０．３部、イソプロピルアルコール１部
とからなる表面架橋剤組成液を混合した。上記の混合物を１９５℃で４０分間加熱処理し
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、目開き８５０μｍの篩を通過させることにより、吸水性樹脂Ｂを得た。
【０１１５】
　参考例３：吸水性樹脂Ｃの製造方法
　アクリル酸２１．６部及びアクリル酸ナトリウムの３７質量％水溶液２２８．６部、Ｎ
，Ｎ’－メチレンビスアクリルアミド０．０１８５部（対モノマー０．０１モル％）、ヒ
ドロキシエチルセルロース０．１０６部、イオン交換水５３部を用いてモノマー濃度３５
質量％、中和率７５モル％の単量体水溶液を得、この単量体水溶液に過硫酸カリウム０．
０９部を溶解させ、窒素ガスを吹き込んで溶存酸素を追い出した。
【０１１６】
　撹拌機、還流冷却器、温度計、窒素ガス導入管および滴下ロートを付した四つ口セパラ
ブルフラスコ中にシクロヘキサン８００部を取り、分散剤としてショ糖脂肪酸エステル（
ＨＬＢ＝６）４部を加えて溶解させ、窒素ガスを吹き込んで溶存酸素を追い出した。次い
で、単量体水溶液を上記セパラブルフラスコに攪拌下に加えて分散させた。その後、浴温
を６５℃に昇温して重合反応を開始させた後、２時間この温度に保持して重合を完結させ
た。重合終了後、共沸脱水により大部分の水分を取除いた後、濾過し更に１００℃で減圧
乾燥することにより含水率８％の吸水性樹脂Ｃ’を得た。得られた吸水性樹脂Ｃ’１００
部にエチレングリコールジグリシジルエーテル０．１部、水３部、イソプロパノール１部
を混合し、得られた混合物を１２０℃、３０分間加熱処理を行なったのち粒子をメタノー
ルで処理することで吸水性樹脂Ｃを得た。
【０１１７】
　参考例４：吸水性樹脂Ｄの製造方法
　アクリル酸２１．６部及びアクリル酸ナトリウムの３７質量％水溶液２２８．６部、Ｎ
，Ｎ’－メチレンビスアクリルアミド０．０１４８部（対モノマー０．００８モル％）、
ヒドロキシエチルセルロース０．１０６部、イオン交換水５３部を用いてモノマー濃度３
５質量％、中和率７５モル％の単量体水溶液を得、この単量体水溶液に過硫酸カリウム０
．０９部を溶解させ、窒素ガスを吹き込んで溶存酸素を追い出した。
【０１１８】
　撹拌機、還流冷却器、温度計、窒素ガス導入管および滴下ロートを付した四つ口セパラ
ブルフラスコ中にシクロヘキサン８００部を取り、分散剤としてショ糖脂肪酸エステル（
ＨＬＢ＝６）４部を加えて溶解させ、窒素ガスを吹き込んで溶存酸素を追い出した。次い
で、単量体水溶液を上記セパラブルフラスコに攪拌下に加えて分散させた。その後、浴温
を６５℃に昇温して重合反応を開始させた後、２時間この温度に保持して重合を完結させ
た。重合終了後、共沸脱水により大部分の水分を取除いた後、濾過し更に１００℃で減圧
乾燥することにより含水率８％の吸水性樹脂Ｄ’を得た。得られた吸水性樹脂Ｄ’１００
部にエチレングリコールジグリシジルエーテル０．１部、水３部、イソプロパノール１部
を混合し、得られた混合物を１２０℃、３０分間加熱処理を行なったのち粒子をメタノー
ルで処理することで吸水性樹脂Ｄを得た。
【０１１９】
　参考例５：吸水性樹脂Ｅの製造方法
　アクリル酸２１．６部及びアクリル酸ナトリウムの３７質量％水溶液２２８．６部、Ｎ
，Ｎ’－メチレンビスアクリルアミド０．００５６部（対モノマー０．００３モル％）、
ヒドロキシエチルセルロース０．１０６部、イオン交換水５３部を用いてモノマー濃度３
５質量％、中和率７５モル％の単量体水溶液を得、この単量体水溶液に過硫酸カリウム０
．０９部を溶解させ、窒素ガスを吹き込んで溶存酸素を追い出した。
【０１２０】
　撹拌機、還流冷却器、温度計、窒素ガス導入管および滴下ロートを付した四つ口セパラ
ブルフラスコ中にシクロヘキサン８００部を取り、分散剤としてショ糖脂肪酸エステル（
ＨＬＢ＝６）４部を加えて溶解させ、窒素ガスを吹き込んで溶存酸素を追い出した。次い
で、単量体水溶液を上記セパラブルフラスコに攪拌下に加えて分散させた。その後、浴温
を６５℃に昇温して重合反応を開始させた後、２時間この温度に保持して重合を完結させ
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た。重合終了後、共沸脱水により大部分の水分を取除いた後、濾過し更に１００℃で恒量
まで減圧乾燥することにより含水率８％の吸水性樹脂Ｅ’を得た。得られた吸水性樹脂Ｅ
’１００部にエチレングリコールジグリシジルエーテル０．１部、水３部、イソプロパノ
ール１部を混合し、得られた混合物を１２０℃、３０分間加熱処理を行なったのち粒子を
メタノールで処理することで吸水性樹脂Ｅを得た。
【０１２１】
　参考例６：吸水性樹脂Ｆの製造方法
　アクリル酸２１．６部及びアクリル酸ナトリウムの３７質量％水溶液２２８．６部、Ｎ
，Ｎ’－メチレンビスアクリルアミド０．０１８５部（対モノマー０．０１モル％）、ヒ
ドロキシエチルセルロース０．１０６部、イオン交換水５３部を用いてモノマー濃度３５
％、中和率７５％の単量体水溶液を得、この単量体水溶液に過硫酸カリウム０．０９部を
溶解させ、窒素ガスを吹き込んで溶存酸素を１ｐｐｍ以下に追い出した。
【０１２２】
　撹拌機、還流冷却器、温度計、窒素ガス導入管および滴下ロートを付した四つ口セパラ
ブルフラスコ中にシクロヘキサン８００部を取り、分散剤としてショ糖脂肪酸エステル（
ＨＬＢ＝６）４部を加えて溶解させ、窒素ガスを吹き込んで溶存酸素を追い出した。次い
で、単量体水溶液を上記セパラブルフラスコに攪拌下に加えて分散させた。その後、浴温
を６５℃に昇温して重合反応を開始させた後、２時間この温度に保持して重合を完結させ
た。重合終了後、共沸脱水により大部分の水分を取除いた後、濾過し更に１２０℃で恒量
まで減圧乾燥することにより吸水性樹脂Ｆを得た。
【０１２３】
　参考例７：吸水性樹脂Ｇの製造方法
　参考例２で得られた吸水性樹脂Ｂを１０６μｍの篩を通過させ吸水性樹脂Ｇを得た。
【０１２４】
　参考例８：吸水性樹脂Ｈの製造方法
　参考例２で、吸水性樹脂Ｂ’に１００部にエチレングリコールジアクリレート０．１部
、プロピレングリコール０．３部、水３部からなる表面架橋剤組成液を混合し、上記混合
物を１９５℃で３０分間加熱処理し、５００μｍおよび１０６μｍの篩を通過させ、５０
０μｍから１０６μｍの篩で分取して吸水性樹脂Ｈを得た。
【０１２５】
　実施例１
　参考例１で得られた吸水性樹脂Ａ３０部と参考例３で得られた吸水性樹脂Ｃ７０部を２
５℃、相対湿度４０％ＲＨ下でレディゲミキサー（レディゲ社製・タイプ：Ｍ５Ｒ）に投
入し、３３０ｒｐｍで１５秒間攪拌することで均一に混合し、吸水性樹脂組成物（１）を
得た。
【０１２６】
　実施例２
　参考例１～７で得られた吸水性樹脂Ａ～Ｅをそれぞれ表８に記載した組成比（質量換算
）で実施例１と同じ操作で混合し、吸水性樹脂組成物（２）～（１１）を得た。
【０１２７】
　比較例１
　参考例１～８で得られた吸水性樹脂Ａ～Ｈをそれぞれ表９に記載した組成比（質量換算
）で実施例１と同じ操作で混合し、比較吸水性樹脂組成物（１）～（１５）を得た。
【０１２８】
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【表１】

【０１２９】
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【表２】

【０１３０】
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【表３】

【０１３１】
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【表４】

【０１３２】
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【表５】

【０１３３】
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【表６】

【０１３４】
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【表７】

【０１３５】
【表８】

【０１３６】
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【表９】

【０１３７】
【表１０】

【０１３８】
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【表１１】

【０１３９】
【表１２】

【０１４０】
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【表１３】

【０１４１】
【表１４】

【０１４２】
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【表１５】

【０１４３】
　（結果）
　吸水性樹脂組成物１～３は吸水性樹脂ＡとＣとの混合比を代えた混合物であり、吸水性
樹脂組成物４～６は吸水性樹脂ＡとＤとの混合比を代えた混合物であり、吸水性樹脂組成
物７～９は吸水性樹脂ＢとＣとの混合比を代えた混合物であり、吸水性樹脂組成物１０、
１１は吸水性樹脂ＡとＥとの混合比を代えた混合物である。図３に示すように、本発明の
吸水性樹脂組成物は、吸水性樹脂の混合によって嵩比重が増加し、原料樹脂の相加的な嵩
比重以上の嵩比重を示した。
【０１４４】
　一方、比較吸水性樹脂組成物１～３は吸水性樹脂ＡとＢとの混合比を代えた混合物であ
り、比較吸水性樹脂組成物４～６は吸水性樹脂ＡとＦとの混合比を代えた混合物であり、
比較吸水性樹脂組成物７～９は吸水性樹脂ＡとＧとの混合比を代えた混合物である。図４
に示すように、吸水性樹脂ＡとＢとを混合した樹脂組成物の嵩比重は、いずれの配合量に
おいても原料樹脂の相加的な嵩比重を超えることはできなかった。
【０１４５】
　比較吸水性樹脂組成物１２～１４は、懸濁重合によって得られた吸水性樹脂ＣとＤとの
混合比を代えた混合物である。図５に示すように、懸濁重合による吸水性樹脂同士の混合
物の嵩比重は、原料樹脂の相乗的嵩比重の上昇は観察されなかった。
【０１４６】
　図６は、図３で嵩比重を比較した樹脂組成物について、混合比に対する毛管吸収率（Ｃ
ＳＦ）を示す図である。嵩比重と同様に、原料樹脂の相乗的なＣＳＦ値の増加が観察され
た。
【０１４７】
　図７は、比較吸水性樹脂組成物１～６、１０～１４について、混合比に対する毛管吸収
率（ＣＳＦ）を示す図である。原料樹脂の相乗的なＣＳＦ値の増加は観察されなかった。
【０１４８】
　図８は、比較吸水性樹脂組成物７～９について、混合比に対する毛管吸収率（ＣＳＦ）
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【０１４９】
　吸水性樹脂組成物１～１１、比較吸水性樹脂１～１４について無加圧下吸収倍率と戻り
量との関係を図９に示す。本発明の吸水性樹脂組成物は、いずれも原料樹脂Ａ～Ｇのいず
れよりも戻り量が少ないことが明らかである。
【０１５０】
　吸水性樹脂組成物１～１１、比較吸水性樹脂１～１４について加圧下吸収倍率と戻り量
との関係を図１０に示す。本発明の吸水性樹脂組成物は、加圧下吸収倍率が２０ｇ／ｇを
超えることで原料樹脂Ａ～Ｇのいずれよりも戻り量を少なくすることができた。
【図面の簡単な説明】
【０１５１】
【図１】本発明における２０ｃｍ高さの毛管吸収倍率の測定に用いる測定装置の概略の断
面図。
【図２】加圧下通液量の測定に用いる測定装置の概略の断面図。
【図３】吸水性樹脂の配合比の相違による嵩比重の相違を示す図である。
【図４】吸水性樹脂の配合比の相違による嵩比重の相違を示す図である。
【図５】吸水性樹脂の配合比の相違による嵩比重の相違を示す図である。
【図６】吸水性樹脂の配合比の相違によるＣＳＦの相違を示す図である。
【図７】吸水性樹脂の配合比の相違によるＣＳＦの相違を示す図である。
【図８】吸水性樹脂の配合比の相違によるＣＳＦの相違を示す図である。
【図９】吸水性樹脂の配合比の相違による戻り量の相違を示す図である。
【図１０】吸水性樹脂の配合比の相違による戻り量の相違を示す図である。
【符号の説明】
【０１５２】
　１　　多孔質ガラス板、２　　グラスフィルター、３　　導管、４　　液溜容器、５　
　支持リング、６　　生理食塩水、７　　天秤、８　　スタンド、９　　測定試料（吸水
性樹脂）、１０　荷重（０．４１９ｋＰａ）、３１　　タンク、３２　　ガラス管、３３
　　０．６９質量％塩化ナトリウム水溶液、３４　　コック付きＬ字管、３５　　コック
、４０　　容器、４１　　セル、４２　　ステンレス製金網、４３　　ステンレス製金網
、４４　　膨潤ゲル、４５　　ガラスフィルター、４６　　ピストン、４７　　ピストン
中の穴、４８　　補集容器、４９　　上皿天秤。
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